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ニュースレターの配信サービスを開始いたしました。	

	

弁護士法人	長瀬総合法律事務所の長瀨です。	

	

平成２５年４月に当事務所を開設して以来、早

くも３年が経ちました。	

この間、皆様のご支援・ご厚情に支えられ、多

くの試練を乗り越えて成長を重ねることができ

ました。	

	

この場をお借りし、本日まで当事務所をお支え

いただきました皆様へ厚く御礼申し上げます。	

	

さて、このたび、当事務所では、ご支援いただ

いております皆様へ少しでもお役に立つことが

できるよう、様々な法律問題に関するコラムや、

当事務所主催のセミナー等に関する情報発信を

させていただくニュースレターの配信サービス

を開始いたしました。	

	

本ニュースレターで取り上げた事項や、その他の事項でお悩みのことがあれば、お気

軽にご相談ください。	

	

当事務所は、皆様の再生のために最良のサービスを提供する、「再生司法」を理念と

しています。	

	

「再生」には、リノベーション（「改革」「刷新」）の意味も含まれます。	

私たちは、司法を通じて，皆様が問題にあった以前の状態に戻すだけではなく、問題

の解決を機会に一層の飛躍を遂げることができるようサポートすることを目標とし

ています。	

	

本ニュースレターが皆様のお悩みごとを解決し、一層の飛躍を遂げる一助となれば望

外の喜びです。	

	

当事務所一同、今後ともどうぞよろしくお願い申し上げます。	
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労働形態が複雑化した現代社会において必須の労働形態と言える派遣労働の実務

に大きな影響をもたらすであろう労働者派遣法改正が施行されて半年以上が経過し

ました。	

今回の改正は、派遣労働者の待遇を改善するとともに希望者へ正社員への道を開く

ものだとして肯定的に評価する意見がある一方、派遣労働者の受け入れ期間の上限を

全業務についてなくし、企業が３年ごとに人を入れ替えて同じ業務をずっと派遣労働

者に任せられるようにする「世紀の大悪法」だとする強い反対の声も上がっています。	

このように立場によって評価が真逆に分かれていることの一因として、改正内容が

多岐にわたり、今回の改正のポイントがわかりにくいことにもあるように思われます。	

そこで、本ニュースレターでは、労働者派遣法改正について、特に重要なポイント

に絞って解説することとします。	
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Ⅰ．はじめに	

２０１５年９月１１日に成立した労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等

に関する法律（以下、「労働者派遣法」といいます。）改正は、平成２６年の通常国会提出以来、２

度廃案となり、国会での審議では与野党が激しく対立した中で、与党から法案の一部修正が行われ、

また、参院厚労委員会において参院史上最多の３９項目に上る附帯決議が付される等、異例ずくめ

の中で成立しました。 	

かかる成立の経緯から明らかなとおり、今回の改正については反対派の立場から「世紀の大悪法」

とする強い反対の声が上がっている一方、賛成派の立場からは派遣労働者の待遇を改善し、正社員

を希望する者への道を開くための法案だと主張されており、立場によって法律の内容に対する評価

が著しく異なっています。 	

労働契約申込みみなし制度や募集情報の提供義務等、派遣労働に影響する改正内容は多岐にわた

りますが、今回の労働者派遣法改正のポイントは大きく次の４点にまとめることができます。 	

	

①派遣会社はすべて許可制にすることにより悪質な派遣会社を排除する。（☆） 	

②専門性が高いとされ、派遣期間の制限がなかったソフトウェア開発、事務用機器操作、 	

通訳、秘書等の２６業務の制度を廃止し、すべての業務について、派遣先の同一の事 	

業所等（工場や事務所等）における派遣労働者の継続的な受け入れについて３年を上 	

限とするとともに、一人の派遣労働者が同一企業の同一組織単位（いわゆる「課」な 	

ど）で働くことができるのは３年までとする、という切り口の異なった２つのルール 	

へ改正。（☆） 	

③派遣会社に対して、派遣終了後も雇用の継続に努めるなど、雇用安定のための措置を 	

義務づけるとともに、派遣労働者に対するキャリアアップ支援を行うことも義務づけ。 	

④派遣労働者からの求めに応じて、賃金や福利厚生等に関して、派遣先の同種の業務に 	

従事する労働者と差異が生じないよう、派遣労働者の均衡待遇の確保の際に考慮した 	

内容の説明義務を追加。 	

	

以下では、主に上記４点に比重を置いて各改正のポイントについて解説してきます。なお、とくに

重要な項目については☆マークを付しています。 	

	

Ⅱ．改正のポイント	

１．労働者派遣事業の許可制への一本化（☆）	

改正前労働者派遣法（以下、「旧法」といいます。）では、労働者派遣事業を行うにあたり、常時

雇用される労働者のみを派遣する場合に届出により事業を行うことができる特定労働者派遣事業

と、それ以外の派遣形態を許可を得て行う一般労働者派遣事業が定められていました。 	

改正後の労働者派遣法（以下、「改正法」といいます。）では、許可要件を満たせない場合に特定 	

労働者派遣事業と偽り、一般労働者派遣事業を行う事業者等、一部の悪質な事業者が存在するとい 	
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った課題に対応するため、特定労働者派遣事業と一般労働者派遣事業の区別を廃止し、全ての事業

を許可制とすることとしました（改正法５条１項）。これにより、許可取消を含めた厳格な指導を

通じて、労働者派遣事業の健全化を図るものとしています。 	

また、法改正及び許可基準の見直しに伴い、許可基準に新たに以下の基準等が追加されました。	

	

●派遣労働者のキャリア形成支援制度を有すること 	

●教育訓練等の情報を管理した資料を労働契約終了後３年間は保存して 	

いること 	

●無期雇用派遣労働者を労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇で 	

きる旨の規定がないこと。また、労働者派遣契約の終了時に労働契約 	

が存続している有期雇用派遣労働者についても、労働者派遣契約の終 	

了のみを理由として解雇できる旨の規定がないこと 	

	

なお、許可制に移行するにあたっては、経過措置が設けられています。施行日時点で届出により、

特定労働者派遣事業を営む事業者については、平成３０年９月２９日まで、引き続き特定労働者派

遣事業を行うことができること（改正附則６条１項）等とされています。 	

	

２．派遣期間規制の見直し（☆）	

これまで、専門性が高いとされてきたソフトウェア開発や秘書等の２６業務に関しては派遣期間

の制限がない一方、２６業務以外の業務については派遣期間は３年以内とされてきました。 	

今回の労働者派遣法改正により、２６業務か否かという区別をなくし、すべての業務について、

①派遣先の同一の事業所等（工場や事務所等）における派遣労働者の継続的な受け入れについて３

年を上限とするとともに、②一人の派遣労働者が同一企業の同一組織単位（いわゆる「課」など）

で働くことができるのは３年まで、という切り口の異なる２つのルールへと改正されました。 	

	

（１）派遣先事業所単位の期間制限	

改正法により、派遣先の同一の事業所 1等における派遣労働者の継続的な受け入れは、３年

を上限とすることが規定されました（改正法３５条の２・４０条の２）。すなわち、同じ工場

や事務所等における派遣労働者の受け入れは、３年が上限とされます。ただし、派遣先の事業

所が３年を超えて労働者派遣を受け入れようとする場合は、派遣先の事業所の過半数労働組合

等（過半数労働組合又は過半数代表者）からの意見を聴取することにより、３年を限度として

派遣可能期間を延長することができます。 	

	

                                                   
1 	同 一 の 「 事 業 所 」 に 該 当 す る か 否 か は 、 工 場 、 事 務 所 、 店 舗 等 、 場 所 的 に 他 の 事 業 書 か ら 独 立 し て い る こ と 、 経 営

の 単 位 と し て 人 事 、 経 理 、 指 導 監 督 、 労 働 の 態 様 等 に お い て あ る 程 度 の 独 立 性 を 有 す る こ と 、 一 定 期 間 継 続 し 、 施 設

と し て の 継 続 性 を 有 す る こ と 等 の 観 点 か ら 実 態 に 即 し て 判 断 さ れ る も の で 、 雇 用 保 険 の 適 用 事 業 所 に 関 す る 考 え 方 と

基 本 的 に は 同 一 の も の と さ れ て い ま す 。 	

２.	Column：平成２７年労働者派遣法改正について	

04	



	

	

	

	

当該規制の趣旨は、派遣労働者による常用労働者の代替の防止を図るためであるとされてい

ます 2が、３年を超えて派遣先が労働者派遣を受け入れるにあたっては、過半数労働組合等の

同意を得る必要はなく、意見聴取で足りることからすると、当該規制が「常用代替の防止」に

資するかは疑問の余地がある、と批判されています 3。 	

	

【派遣先事業所単位の期間制限 4】 	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

ア．意見聴取の手続 	

派遣先は、労働者派遣の役務の提供が開始された日から事業所単位の期間制限の抵触日の１ヶ月

前の日までに、その事業所の過半数労働組合等から意見を聴取する必要があります。その際、過半

数労働組合等に対して、派遣可能期間を延長しようとする事業所及び延長しようとする期間を書面

で通知しなければならず、意見聴取の参考となる資料 5を 提供しなければなりません。 	

意見聴取の後は、 	

	

● 意見を聴取した過半数労働組合の名称又は過半数代表者の氏名 	

●過半数労働組合等に書面で通知した日及び通知した事項 	

●意見を聴いた日及び意見の内容 	

●意見を聴いて延長する期間を変更したときは、その変更した期間 	

	

を 書面に記載し、延長しようとする派遣可能期間の終了後３年間保存し、また事業所の労働者に周

知しなければなりません。

                                                   
2 	「 派 遣 先 が 講 ず べ き 措 置 に 関 す る 指 針 」 第 ２ の １ ４ 。 	
3 	小 西 康 之 「『 期 間 』 規 制 と 労 働 者 派 遣 の こ れ か ら 」（ ジ ュ リ ス ト ２ ０ １ ５ 年 １ ２ 月 号 ） ２ ０ 頁 参 照 。 	
4 	出 所 ： 厚 生 労 働 省 ・ 都 道 府 県 労 働 局 「 平 成 ２ ７ 年 労 働 者 派 遣 法 改 正 の 概 要 」

(http: / / w w w . m h l w . g o . j p / f i l e / 0 6 - S e i s a k u j o u h o u - 1 1 6 5 0 0 0 0 - S h o k u g y o u a n t e i k y o k u h a k e n y u k i r o u d o u t a i s a k u b u / 0 0 0 0 0 9

8 9 1 7 . p d f ) 	
5 	当 該 事 業 所 の 派 遣 労 働 者 の 受 け 入 れ の 開 始 以 来 の 派 遣 労 働 者 の 数 や 、 派 遣 先 が 期 間 を 定 め な い で 雇 用 す る 労 働 者 の

数 の 推 移 等 。 	
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イ．対応方針等の説明 	

意見を聴取した結果、過半数労働組合等から異議があった場合は、派遣先は延長しようとする派

遣可能期間の終了日までに、 	

	

● 延長の理由及びその延長の期間 	

●異議（常用代替に関する意見に限る）への対応方針 	

	

に ついて説明する義務があります。 	

また、派遣先は説明した日及びその内容を書面に記載し、延長しようとする派遣可能期間の終了

後３年間保存し、また事業所の労働者に周知しなければなりません。 	

ウ．労働者派遣期間の継続性 	

派遣先の事業所ごとの業務について、労働者派遣の終了後に再び派遣する場合、派遣終了と次の

派遣開始の間の期間が３ヶ月を超えないときは、労働者派遣は継続しているものとみなされます。 	

	

（２）個人単位の期間制限	

改正法により、派遣先が同一の派遣労働者を、派遣先の事業所に置ける同一の組織単位 6で

受け入れる期間は、３年を上限とすることが規定されました（改正法３５条の３・４０条の３）。

すなわち、同じ人の同じ「課」への派遣は３年が上限とされる一方、同じ人であっても、派遣

先の「課」を変えた場合は、３年を超えて同じ人を派遣として受け入れることができます。こ

の場合、「 II.２ −（１）派遣先事業所単位の期間制限」と異なり、過半数労働組合等からの意

見聴取の手続はありません。 	

当該規制の趣旨は、派遣就業を望まない派遣労働者が派遣就業に固定化されることの防止を

図ることにあるとされています 7。ただし、組織単位を変えれば、派遣先は同一の派遣労働者

を受け入れることができます。かかる取扱いは、就業先を変わることによるキャリアアップの

契機を確保する観点から設けられたものですが、当該派遣労働者が他の会社や他の組織単位に

おいて派遣就業を継続する結果、派遣就業に固定化されることも予想される、との批判もなさ

れています 8。 	

	

	

	

	

	

	

                                                   
6 	い わ ゆ る 「 課 」 や 「 グ ル ー プ 」 等 、 業 務 と し て の 類 似 性 や 関 連 性 が あ り 、 組 織 の 長 が 業 務 配 分 、 労 務 管 理 上 の 指 揮

監 督 権 限 を 有 す る も の と し て 、 実 態 に 即 し て 判 断 さ れ ま す 。 	
7 	前 掲 注 ２ 参 照 。 	
8 	前 掲 注 ３ ・ ２ １ 頁 参 照 。 	
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【個人単位の期間制限 9】 	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

（３）期間制限の例外	

以上のとおり、改正法により、すべての業務について、①派遣先の事業所単位及び②個人単

位の期間制限という２つの切り口から期間制限が設けられましたが、以下に該当する場合は、

例外として期間制限の対象となりません。 	

	

●派遣元事業主に無期雇用される派遣労働者を派遣する場合 	

●６０歳以上の派遣労働者を派遣する場合 	

●終期が明確な有期プロジェクト業務に派遣労働者を派遣する場合 	

●日数限定業務（１ヶ月の勤務日数が通常の労働者の半分以下かつ１０日以 	

下であるもの）に派遣労働者を派遣する場合 	

●産前産後休業、育児休業、介護休業等を取得する労働者の業務に派遣労働 	

者を派遣する場合 	

	

（４）クーリング期間	

事業所単位の期間制限、個人単位の期間制限の両方に、いわゆる「クーリング期間」の考え

方が設けられています。 	

	

ア．事業所単位の期間制限 	

派遣先の事業所ごとの業務について、労働者派遣の終了後に再び派遣する場合、派遣終了と次の

派遣開始の間の期間が３ヶ月を超えないときは、労働者派遣は継続しているものとみなされます。

                                                   
9出 所 ： 厚 生 労 働 省 ・ 都 道 府 県 労 働 局 「 平 成 ２ ７ 年 労 働 者 派 遣 法 改 正 の 概 要 」

(http: / / w w w . m h l w . g o . j p / f i l e / 0 6 - S e i s a k u j o u h o u - 1 1 6 5 0 0 0 0 - S h o k u g y o u a n t e i k y o k u h a k e n y u k i r o u d o u t a i s a k u b u / 0 0 0 0 0 9

8 9 1 7 . p d f ) 	
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な お、派遣先が、事業所で３年間派遣を受け入れた後、派遣可能期間の延長手続を回避すること

を目的として、形式的に「クーリング期間」を空けて派遣の受入れを再開するような、実質的に派

遣の受入れを継続する行為は、法の趣旨に反するものとして指導等の対象となります。 	

イ．個人単位の期間制限 	

派遣先の事業所における同一の組織単位ごとの業務について、労働者派遣の終了後に同一の派遣

労働者を再び派遣する場合、派遣終了と次の派遣開始の間の期間が３ヶ月を超えないときは、労働

者派遣は継続しているものとみなされます。 	

なお、派遣元事業主が、同一の派遣労働者を同一の組織単位の業務に継続して３年間派遣した後、

本人が希望しないにもかかわらず、形式的に「クーリング期間」を空けて再びその組織単位の業務

に派遣することは、派遣労働者のキャリアアップの観点から望ましくない、とされています。 	

	

（５）期間制限に違反した場合	

後述のとおり、改正法により新たに設けられた事業所単位の期間制限、個人単位の期間制限、

いずれに違反した場合であっても、労働契約申込みみなし制度の対象となり、派遣先が派遣労

働者に対して、その派遣労働者の派遣元事業主における労働条件と同一の労働条件を内容とす

る労働契約の申込みをしたものとみなされます（労働者派遣法４０条の６）。 	

	

３．雇用安定とキャリアアップ	

旧法では、派遣元事業主は派遣期間終了後の雇用継続を図る責務がなく、派遣期間の上限で雇止

めとなる等、派遣労働者の雇用の不安定さが問題となっていました。そこで、改正法では、雇用安

定措置の義務化・キャリアアップの推進により、派遣労働者の雇用の安定を図ることとしています。	

	

（１）派遣元事業主による雇用安定措置	

改正法により、派遣元事業主は、その雇用する有期雇用派遣労働者であって派遣先の事業所

等における同一の組織単位の業務について継続して１年以上の期間派遣労働に従事する見込

みがある等の一定の場合に、次の措置を講ずる責務が規定されました（改正法３０条）。 	

	

①派遣先への直接雇用の依頼 	

②新たな派遣先の提供（ただし、派遣労働者の能力、経験等に照らして合理的なものに限る） 	

③派遣元事業主による無期雇用 	

④その他雇用の安定を図るために必要な措置 	

	

これらの措置を講ずる対象者と責務の内容については、下表のとおりです。ご覧のとおり、派遣

される期間の長短によって派遣元事業主の負う雇用安定措置が法的義務なのか、努力義務にと 	

どまるのかが異なります。また、いずれも派遣労働者が継続して就業することを希望する場合に 	

限られます。 	

２.	Column：平成２７年労働者派遣法改正について	
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【 雇用安定措置の対象者と責務の内容】 	

雇用安定措置の対象者 	 派遣元事業主の責務の内容 	

同 一 の 組 織 単 位 に 継 続 し て ３ 年 間 派

遣される見込みがある者 	

上 記 ① 〜 ④ ま で の い ず れ か の 措 置 を

講ずる法的義務 10	

同 一 の 組 織 単 位 に 継 続 し て １ 年 以 上

３年未満派遣される見込みがある者 	

① 〜 ④ ま で の い ず れ か の 措 置 を 講 ず

る努力義務 	

上 記 以 外 の 者 で 派 遣 元 事 業 主 に 雇 用

された期間が通算１年以上の者（いわ

ゆる「登録状態」の場合を含む） 	

① 〜 ④ ま で の い ず れ か の 措 置 を 講 ず

る努力義務 	

	

ただし、これら雇用安定措置がどれほど派遣労働者の雇用の安定に資するかは今後の運用次

第であり、また、たとえば前記②の措置にいう「合理的なもの」の内容が不明確であるなど、

いかなる場合に派遣元が雇用安定措置を講じたと評価されるかは明確ではありません。さらに、

違反した場合の私法上の効果（たとえば派遣労働者と派遣先との間に労働契約が成立する、又

は派遣元との間に無期労働契約が成立する等）についても明らかではありません。 	

	

（２）派遣元事業主及び派遣先事業主によるキャリアアップ措置	

改正法により、派遣元事業主に対して、派遣労働者のキャリアアップを図るため、段階的か

つ体系的な職業訓練及びキャリア・コンサルティングを実施する義務が新たに課せられました

（改正法３０条の２）。教育訓練の内容は派遣元事業主の裁量に委ねられますが、派遣労働者

のキャリアアップに資する内容であることが必要であり、段階的かつ体系的な教育訓練の実施

計画を定め、有給かつ無償で行う必要があります。無期雇用派遣労働者に対しては、長期的な

キャリア形成を念頭に置いた内容であることが必要です。 	

また、派遣先事業主についても、派遣元事業主の求めに応じて、派遣労働者が教育訓練を受

けられるように可能な限り協力し、また必要な便宜を図るよう努めなければならない、とされ

ています。派遣元事業主から求めがあったときは、派遣元事業主によるキャリアアップ支援に

資するよう、派遣先は派遣労働者の職務遂行状況等の情報を提供するよう努めなければならな

いとされています（改正法４０条６項）。 	

	

４．派遣労働者の均衡待遇の強化	

平成２４年改正で派遣労働者と派遣先の労働者の均衡待遇の推進に係る措置が盛り込まれたと 	

ころ、改正法によりさらに強化されています。具体的には以下のとおりです。 	

	

（１）派遣元事業主が講ずべき措置	

平成２４年改正により、派遣元事業主は、派遣先で同種の業務に従事する労働者との均衡を

                                                   
1 0 	① の 措 置 を 講 じ た 場 合 で 、派 遣 先 に 直 接 雇 用 さ れ な か っ た と き に は 、② 〜 ④ ま で の い ず れ か を 追 加 で 講 ず る 義 務 が

あ り ま す 。 	
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考慮しながら、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生の実施を行うよう配慮しなければなら

ないこととされました。 	

改正法により、これらの配慮義務に加え、均衡待遇の確保のために考慮した内容を本人の求

めに応じて説明する義務が課されました（改正法３１条の２）。 	

	

（２）派遣先事業主が講ずべき措置	

改正法により、派遣先に対して、以下の義務が課せられました（改正法４０条）。 	

	

ア．賃金水準の情報提供の配慮義務 	

派遣先は、派遣元事業主が派遣労働者の賃金を適切に決定出来るよう、派遣元事業主から求めが

あったときは、以下の情報を提供する等の配慮をしなければなりません。 	

	

● 派遣労働者と同種の業務に従事する派遣先の労働者の賃金水準 	

●派遣労働者と同種の業務に従事する一般の労働者の賃金水準（賃金相場） 	

●派遣労働者と同種の業務に従事する派遣先の労働者の募集時の求人条件の情報 	

	

イ．教育訓練の実施に関する配慮義務 	

派遣先は、派遣先の労働者に対して業務と密接に関連した教育訓練を実施する場合、派遣元事業

主から求めがあったときは、派遣元事業主で実施可能な場合を除き、派遣労働者に対してもこれを

実施するよう配慮しなければなりません。 	

ウ．福利厚生施設の利用に関する配慮義務 	

派遣先は、派遣先の労働者が利用する福利厚生施設については、派遣労働者に対しても利用の機

会を与えるようにしなければなりません。 	

エ．派遣料金の額の決定に関する努力義務 	

派遣先は、派遣料金の額の決定にあたっては、派遣労働者の就業実態や労働市場の状況等を勘案

し、派遣労働者の賃金水準が、派遣先で同種の業務に従事する労働者の賃金水準と均衡の図られた

ものとなるよう努めなければなりません。 	

また、派遣先は、労働者派遣契約を更新する際の派遣料金の額の決定にあたっては、就業の実態

や労働市場の状況等に加え、業務内容等や要求する技術水準の変化を勘案するよう努めなければな

りません。 	

	

５．労働契約申込みみなし制度	

平成２４年改正において、違法派遣の是正にあたって派遣労働者の保護を図ること、違法派遣を 	

受け入れた派遣先にもペナルティを科すことで法規制の実効性を確保することを目的として、派遣 	

先が違法派遣を受け入れた場合、派遣先が派遣労働者に対して、その派遣労働者の派遣元事業主に 	

おける労働条件と同一の労働条件を内容とする労働契約の申込みをしたものとみなす労働契約申 	

込みみなし制度が創設され、平成２７年１０月１日から施行されています（労働者派遣法４０条の 	

２.	Column：平成２７年労働者派遣法改正について	
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６第１項）。対象となる違法派遣は、以下のとおりです。 	

	

●労働者派遣の禁止業務に派遣労働者を従事させた場合 	

●無許可の事業主から労働者派遣を受け入れた場合 	

●期間制限に違反して労働者派遣を受け入れた場合 	

●いわゆる偽装請負 11の場合 	

	

な お、「期間制限」違反とは、改正法により新たに設けられた事業所単位の期間制限と、個人単

位の期間制限、いずれに違反した場合も該当します。また、改正法の施行日（平成２７年９月３０

日）時点で既に締結されている労働者派遣契約に基づく労働者派遣については、旧法の期間制限が

適用され（改正法附則９条）、労働契約申込みみなし制度の対象とはなりません。 	

	

６．募集情報の提供義務	

派遣先は、同一の事業所で同一の派遣労働者を継続して１年以上受け入れており、その事業所で

働く正社員を募集する場合には、その正社員の募集情報を周知しなければならないこととされまし

た（改正法４０条の５第１項）。また、派遣先は、派遣先の同一の組織単位の業務に、継続して３

年間受け入れる見込みがある派遣労働者について、派遣元事業主から、雇用安定措置としてその派

遣労働者を直接雇用するように依頼があり、その事業所で働く労働者を募集する場合には、受け入

れている派遣労働者に対して、正社員に限らず、その労働者の募集情報を周知しなければなりませ

ん（改正法４０条の５第２項）。 	

	

Ⅲ．総括	

改正法では、労働者派遣事業は許可制に一本化され、悪質な業者が排除されることにより派遣労

働者の環境が改善することが期待されます。しかしながら、とりわけ期間制限の改正に関して、企

業の側から見れば３年ごとに人を入れ替えて、労働組合の意見を聴くという手続を踏みさえすれば

工場等の「事業所」において同じ業務をずっと派遣労働者に任せることができる一方、派遣労働者

の側から見れば、従来は一定の専門業種であれば同じ職場で働き続けることができたのに、改正に

より３年ごとにいわゆる「課」等（「組織単位」）を変えなければ同じ工場等（「事業所」）で働き続

けることができなくなるため、立法者の意図に反して派遣労働者の雇用の安定に繋がらない可能性 	

も考えられます。 	

今般の労働者派遣法改正が立法者の意図どおりの効力を持つかどうかは、派遣元事業主や派遣先

事業主等の関係当事者が法の趣旨に沿って派遣労働者の雇用安定に努力するかどうか、また、厚生

労働省等の所轄官庁による指導・監督体制による実行力ある担保が伴うかどうかがポイントとなる

と思われ、今後の実務の動向を見守っていく必要があります。 	

	

                                                   
1 1 	偽 装 請 負 と は 、 労 働 者 派 遣 法 等 の 規 定 の 適 用 を 免 れ る 目 的 で 、 請 負 そ の 他 労 働 者 派 遣 以 外 の 名 目 で 契 約 を 締 結 し 、

必 要 な 事 項 を 定 め ず に 労 働 者 派 遣 の 役 務 の 提 供 を 受 け る 場 合 を い い ま す 。 	
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今後開催予定のセミナーについてご案内申し上げます。	

	

	

１．柔整師の先生のための交通事故法律セミナー被害者請求勉強会	

	

【日時】平成２８年６月１２日（日）１４時〜１７時１５分	

【場所】つくば国際会議場	 小会議室４０４	

【費用】３，０００円（税込）（顧問先様は無料です）	

	

《テーマ》	

近年、交通事故の治療を取り巻く問題が急増しております。 	

交通事故患者様を施術するにあたり、正しい法的知識を身につけ、保険会社との 	

対応力を高めることが柔整師の先生方には求められています。 	

柔整師の先生方からのご質問を基に法的側面から交通事故被害者救済のための保 	

険会社との正しい対応方法・後遺障害の等級認定を視野に入れた治療方針等、特 	

に重要なポイントを解説いたします。 	

	

	

	

	

２．柔整師の先生のための交通事故法律セミナー被害者請求勉強会	

	

【日時】平成２８年７月３１日（日）１４時〜１７時１５分	

【場所】茨城県立青少年会館「小研修室」	

【費用】３，０００円（税込）（顧問先様は無料です）	

	

《テーマ》	

近年、交通事故の治療を取り巻く問題が急増しております。 	

交通事故患者様を施術するにあたり、正しい法的知識を身につけ、保険会社との 	

対応力を高めることが柔整師の先生方には求められています。 	

柔整師の先生方からのご質問を基に法的側面から交通事故被害者救済のための保 	

険会社との正しい対応方法・後遺障害の等級認定を視野に入れた治療方針等、特 	

に重要なポイントを解説いたします。 	

	

	

	

３.	Notice①：セミナー開催のお知らせ	
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皆様と真摯に向き合い、一人一人に寄り添っていきます。	
	

はじめまして、弁護士の佐久間友則と申します。		

	

私は、茨城県ひたちなか市で生まれ育ちました。	

かねてより地元である茨城県に貢献したいと考

えておりました。そんななか、所長である長瀬

佑志先生と出会い、その人柄と事務所の理念に

惹かれて入所しました。	

相談においては、皆様と真摯に向き合い、一人

一人に寄り添っていきたいと思っております。

解決に向け、皆様が確かな歩みを感じられるよ

う心がけております。そのために努力を惜しま

ず、今後も自己研鑽に励んでまいります。	

弁護士に相談するなんて大事だと感じるかもし

れませんが、お一人で悩まず、気軽にご相談に

いらしてください。皆様を希望の光で照らせる

ように誠心誠意、精一杯対応いたします。どう

ぞよろしくお願いします。	

	

	

【趣味】旅行・ドライブ	

私は車を運転することが好きで、休日にはよくドライブをします。また、旅行も好

きです。夢は全国を旅行することで、本年で関東地方を制覇しましたので、次の目

標は東北地方の制覇です。	

	

【略歴】	

２０１２年	 千葉大学法経学部法学科	 卒業	
２０１４年	 東北大学法科大学院	 修了	
同年	 	 	 	 司法研修所	 入所	

２０１５年	 司法研修所	 修了	
同年	 	 	 	 弁護士法人長瀬総合法律事務所	 入所	
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このたび、「若手弁護士のための初動対応の実務」と題する
書籍をレクシスネクシス・ジャパン株式会社から上梓させて
いただきました。	

	

本書は、弁護士登録間もない方や、新しい分野

を初めて担当することになった方、そしてこれ

から弁護士を目指す司法修習生の皆様に向け

て執筆しました。	

	

私自身を振り返りますと、企業法務と個人法務

のいずれも担当する機会に恵まれてきました

が、いずれの分野を担当するにあたっても、ど

のように進めていくべきかに悩まされてきま

した。	

甚だ未熟者ゆえ汗顔の至りですが、本書が少し

でも法曹界を歩み、志される方々のお役に立つ

ことができればと考えて構成しております。	

	

本書は初学者に向けて執筆したものですので、

顧問先様をはじめ、皆様におかれましても、多

少なりともお役に立つことがあるのではない

かと考え、ご紹介させていただく次第です。	

	

	

	

	

本ニュースレターの内容は一般的な情報提供であり、具体的な法的アドバイスではあ

りません。お問い合わせ等ございましたら、当事務所代表までご遠慮なくご連絡くだ

さいますよう、お願い致します。	

	

TEL	029-875-8180（平日 9：00〜17： 00）	
	

弁護士法人	長瀬総合法律事務所	 担当弁護士：長瀨佑志	

〒300-1234	 茨城県牛久市中央 5 丁目 20-11 牛久駅前ビル 501	

	

©弁護士法人 	長瀬総合法律事務所 	2016	
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[牛久本部]	

〒 300-1234	

茨城県牛久市中央 5 丁目 20 番地 11	

牛久駅前ビル 501	

TEL		029-875-8180	

FAX		050-3730-0060	

【事務所理念】	

私たちは、この使命を実現するために、最高のリーガルサービスを提供できる	

よう常に研鑽に務め、組織を発展させます 	

総 合 サ イ ト ：http://nagasesogo.com	

交 通 事 故 サ イ ト ：http://jiko.nagasesogo.com	

刑 事 事 件 サ イ ト ：http://keiji.nagasesogo.com	

離 婚 サ イ ト ：http://rikon.nagasesogo.com	

債 権 回 収 サ イ ト ：http://saikenkaisyu.nagasesogo.com	

相続・遺言サイト：http://souzoku.nagasesogo.com	

労 働 問 題 サ イ ト ：http://roudou.nagasesogo.com	

【お問い合わせ先】事務所名：弁護士法人長瀬総合法律事務所 	

	

[日立支所]	

〒 317-0073	

茨城県日立市幸町 1 丁目 4-1	

三井生命日立ビル 4 階 	

TEL		0294-33-7494	

FAX		050-3730-0060	

	

すべてのクライアントの「再生」のために	

【事務所ＵＲＬ】	


